◎職員給与削減、議論見定め＝古田岐阜知事

　岐阜県の古田肇知事は１０日の定例会見で、７月からの地方公務員給与削減を前提にした地方交付税法改正案が国会を通過したことに関し、「（全国知事会の）総務委員長として、知事会ベースで意見交換し、会としてアクションをとるのか、国と地方の協議の場でこのテーマをどう扱うのかなどを考えたい。６月の上旬から中旬までには方向を見定めなければならない」との考えを示した。

　ＢＳＥ（牛海綿状脳症）対策に関連し、厚生労働省が、全頭検査を終了するよう都道府県に要請する方針を示したことについては「事前に話を十分聞いていなかったし、急きょ対応するとはならない」と語り、今年度は全頭検査を継続する方針を示した。

　中国で流行している鳥インフルエンザ（Ｈ７Ｎ９型）への対応については「現在も県医師会を通じ、医療機関に情報提供を呼び掛けている。国の特措法施行を受け、県の新型インフルエンザ等対策本部条例も同日施行されるため、（条例に従い）国の行動計画を受けて県も計画を策定していく」と述べた。（了）（20130410）
◎経済政策上よいのか＝地方公務員給与で―田辺静岡市長

　静岡市の田辺信宏市長は１０日の定例記者会見で、国からの地方公務員給与の削減要請について「景気回復の道筋がつき始めたなかで引き下げをするというのが経済政策上よいことなのか考えないといけない」と疑問を呈した。

　田辺市長は「国の要請は理解しているが『はいわかりました』と言うつもりはない。これまで人件費削減などを進めてきているので国は国、市は市として、市民の方を見て慎重に決断していきたい」と述べた。（了）（20130410）

◎「削減ありきでは考えたくない」＝公務員給与削減で―大沢群馬知事

　群馬県の大沢正明知事は１０日の定例記者会見で、地方公務員の給与引き下げ問題について、「削減ありきという形だけでは考えたくない」と述べた。

　知事は、県で退職金引き下げや高齢職員の昇給・昇格抑制など人件費削減を実施していることを強調。「県民サービスの低下という問題もあるが、それ（＝県における人件費削減）を踏まえて現在検討している」と話した。（了）（20130410）

